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A. 研究目的 

 

児童虐待による新生児死亡・乳幼児死亡を

防ぐためには，「妊娠期からの切れ目ない子

育て支援」が重要であり，「虐待ハイリスク」

である妊婦（特定妊婦）を効果的に見出し，

児童虐待を生み出さない様に妊婦を支援す

ることが重要である．そのためには，医療機

関と行政が協力して虐待予防に尽力する必

要がある．しかし，この「虐待ハイリスク妊婦」

【研究要旨】 

大阪府では，妊娠期より支援を必要とする妊産婦を見出すために，「アセスメントシート（妊娠期）」を

活用している．これは，妊娠届時に保健師による面談を行い「アセスメ ントシート（妊娠期）」の各項

目を評価し，支援が必要な妊婦を拾い上げるものである．しかし，この「アセスメ ントシート（妊娠

期）」の運用実情に関する報告はまだない．そこで，大阪府 A 市の調査報告より，行政による「アセス

メントシート（妊娠期）」の運用実情および特定妊婦を見出すための検査としての精度，問題点を明ら

かにすることを本研究の目的とした．方法は，2016 年に A 市で出産した妊婦を対象とした後方視的

検討で，主要評価項目は，『特定妊婦』にした．A 市がアセスメントシート（妊娠期）を用いて，拾い上

げた『要フォロー妊婦』と医療機関が拾い上げた『要フォロー妊婦』を突合させた図を作成し，「アセス

メントシート（妊娠期）」の検査精度，問題点を検討した．489 人が対象となった．うち，特定妊婦は 8

人いた．行政による「アセスメントシート（妊娠期）」評価の結果，フォロー終了になった妊婦は 330 人

（330/461：72%）であった．しかし，フォロー終了妊婦のうち 20 人（6%）が，後に医療機関から要支援の

情報提供がなされていた．「アセスメントシート（妊娠期）」による特定妊婦を見出すための検査精度

は，感度 100%，特異度 66%，陽性適中率 4%，陰性適中率 100%であった．以上より，「アセスメン

トシート（妊娠期）」が特定妊婦のスクリーニングツールとして有用であるが，行政によるアセスメント

シート評価だけでは不十分であることが明らかになった． 
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を見出すために，経験豊富な医師，看護師・

助産師，保健師に頼っているのが現状であ

る．そこで，「虐待ハイリスク妊婦」を誰でも

効果的に抽出できるように，大阪府では，福

祉・保健・医療の関係者による議論を重ね，

2016 年 1 月に「妊娠期からの子育て支援の

ためのガイドライン」を策定した．その中で，

「アセスメントシート（妊娠期）」（表１）の作成，

支援を要する妊婦に関する用語の定義，支

援を要する妊婦を把握するためのフロー図

を作成した．「アセスメントシート（妊娠期）」

による運用は，妊娠届時に，保健師による

面談により各項目を評価し，支援が必要な

妊婦を拾い上げるものである．また，支援を

要する妊婦に関する用語の定義では，『ハイ

リスク妊婦』，『要フォロー妊婦』，『特定妊婦』

について定義した．すなわち，『ハイリスク妊

婦』とは，保健（福祉〉センターにおいて，専

門職の面接等，妊娠届出票やアンケート，

支援履歴の確認，医療機関等からの情報提

供をもとに，「アセスメントシート（妊娠期）」

のリスク項目に該当し，フォローの必要があ

ると判断された妊婦である．そして，『要フォ

ロー妊婦』とは，保健（福祉〉センターにおい

て『ハイリスク妊婦』をアセスメントし，組織と

して判断した結果，「保健（福祉〉センターに

よるフォロー継続とした妊婦」，もしくは要保

護児童対策地域協議会調整機関に報告し，

要保護児童対策地域協議会で検討の結果，

台帳に登録しないこととなった妊婦である．

更に，『特定妊婦』とは，保健（福祉〉センタ

ーにおいて，『ハイリスク妊婦』をアセスメント

し，組織として判断した結果，要保護児童対

策地域協議会調整機関に報告することとし，

要保護児童対策地域協議会で横討の結果，

『特定妊婦』として台帳に登録，管理すること

となった妊婦のことである．この取り組みに

より，専門家でなくとも，支援が必要な妊婦

を拾い上げることができることが期待される．

しかし，このアセスメントシート用いて運用し

た実情に関する報告はまだない．そこで，大

阪府A市での，行政による「アセスメントシー

ト（妊娠期）」の運用実情および特定妊婦を

見出すための検査としての精度，「アセスメ 

ントシート（妊娠期）」の問題点を明らかにす

ることを本研究の目的とした． 

 

B. 研究方法 

 

2017 年 4 月～2018 年 3 月の 1 年間に A 市

で出産した妊婦を対象とした後方視的検討

である．主要評価項目は，『特定妊婦』にし

た．A 市が「アセスメントシート（妊娠期）」を

用いて，拾い上げた『要フォロー妊婦』と医

療機関が拾い上げた『要フォロー妊婦』を突

合させた図を作成し，「アセスメントシート（妊

娠期）」の検査精度，問題点を検討した． 

ここで，A 市（大阪府）での子育て支援を

要する妊婦の拾い上げに関する方針を説明

する．まず，妊娠届時に，保健師による面談

により，「アセスメントシート（妊娠期）」の各

項目を評価し，『ハイリスク妊婦』を同定する．

『ハイリスク妊婦』のうち，組織として判断し

た結果，「保健（福祉〉センターによるフォロ

ー継続が必要と考えた妊婦を『要フォロー妊

婦』として妊娠中，産後の子育てを見守る対

象となる．それ以外に，産科医療機関より，

妊婦健診や出産後，産後健診等を通じて，

リスクの高い妊産婦や出生児について「要

養育支援者情報提供票」を用いて，情報提

供を受けた妊婦も『要フォロー妊婦』として妊

娠中，産後の子育てを見守る対象となる．こ
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のように，行政と医療機関が連携して『要フ

ォロー妊婦』を漏れなく拾い上げている． 

 

C. 研究結果 

 

対象となった A 市で出産した母親は，489 人

であった（図 1）．そのうち，「アセスメントシー

ト（妊娠期）」による評価が行われたのは，

461 人であった．「アセスメントシート（妊娠

期）」による評価が行われなかった 28 人は，

いずれも転入された妊婦であった．「アセス

メントシート（妊娠期）」による評価の結果，フ

ォロー終了なった妊婦 330 人（330/461：72%）

いた．しかし，フォロー終了妊婦のうち 20 人

（6%）が，後に医療機関から要支援の情報提

供がなされていた．いずれも産後の情報提

供で，低出生体重児以外の理由が 15 人で

あった．この 15 人は，「アセスメントシート

（妊娠期）」では拾い上げることのできなかっ

た『要フォロー妊婦』である．妊娠届時の面

接で把握できなかったリスクを表 2 に示す．

一方，「アセスメントシート（妊娠期）」による

評価の結果，『ハイリスク妊婦』と認識された

妊婦は 159 人（159/461：34%）いた．そのうち，

医療機関から要支援の情報提供があったの

は，37 人（23%）いたが，このうち妊娠中に情

報提供がなされたのは，12 人，産後に情報

提供されたのは 25 人であった．この 25 人の

中で，低出生体重児以外の理由が 22 人で

あった．対象となった妊婦のうち，特定妊婦

の数は， 8 人（8/489：1.6%）であった．1 例の

み「アセスメントシート（妊娠期）」で評価され

ていない妊婦（妊娠中に転入）から発生した

が，それ以外は，「アセスメントシート（妊娠

期）」による評価により，『ハイリスク妊婦』と

認識された母親から発生していた．また，医

療機関からの情報提供がなされていない妊

婦から 1 例，特定妊婦がいた． 

 「アセスメントシート（妊娠期）」による特定

妊婦のスクリーニング精度に関しては，感度 

100%，特異度 66%，陽性適中率 4%，陰性

適中率 100%であった(表 3)． 

D. 考察 

 

本研究により，大阪府で作成した「アセスメ

ントシート（妊娠期）」の運用実態を検討する

ことにより，「アセスメントシート（妊娠期）」が

特定妊婦のスクリーニングツールとして有用

であること，そして，行政による「アセスメント

シート（妊娠期）」の評価だけでは不十分で

ある可能性が明らかになった． 

妊娠期から，児童虐待のリスクがある母

親を見出す試みは，以前よりなされてきた．

オレゴン州の家庭訪問支援プログラムにお

ける産院でのスクリーニング 1)やアメリカの

Wessel により提唱されたプレネイタルビジッ

ト 2)，愛知県の妊娠届書からのスクリーニン

グ 3)，大分県のペリネイタルビジット・ヘルシ

ースタート専門部会による支援対象者選定

時のポイント 4)，そして，大阪府が開発した

「アセスメントシート（妊娠期）」がある．これ

らのスクリーニングツールのうち，海外で開

発されたものについては，有用性について

検証され，一定の有効性が証明されている．

しかし，日本ではこれらの取り組みはごく最

近のことであり，検証されていないか，もしく

は，ごく少数の人数によるアンケート調査で

しか検証されていない．つまり，本邦のスク

リーニングツールの項目については，海外

で有用とされている項目を取り込みつつ経

験則にもとづいて作成されており，科学的な

根拠はない．大阪府が作成した「アセスメン
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トシート（妊娠期）」も，長年，この分野で活動

してきた医師，助産師，保健師の経験則に

もとづいて項目が作成されており，科学的な

検証がなされていない．そのため，本研究に

おいて実態調査を行い，検証したことは，有

意義な検討と思われる．その中で，「アセス

メントシート（妊娠期）は，感度は 100%で特定

妊婦をもれなく拾い上げることができること

が明らかになった．一方で，特異度が低いこ

とは問題である．これは，項目の中には，ど

の妊婦にも当てはまりそうな「４０歳以上の

妊娠」，「多胎や胎児に疾患や障がいがあ

る」，「訴えが多く，不安が高い」，「身体障が

い・慢性疾患がある」が含まれていることが

挙げられる．これらについては，質問項目か

ら削除してもいいかもしれない． 

検討の中で，『要フォロー妊婦』を拾い上

げるには，行政による「アセスメントシート

（妊娠期）」だけでは不十分である可能性も

示唆された．なぜなら，「アセスメントシート

（妊娠期）」による評価の結果，フォロー終了

なった妊婦 330 人のうち医療機関から要支

援の情報提供がなされたのは 20 人（6%）い

たためだ．これらは，いずれも産後に情報提

供されているが，児の低出生体重児が理由

だけでなく，母親の理由がほとんどである．

これらの理由を見るに，ほとんどは妊娠届

時に把握することは困難であることが分かる．

このことから，行政だけで『要フォロー妊婦』

を拾い上げるのは難しく，医療機関からの積

極的な拾い上げも必要で，行政と医療機関

が連携して取り組む必要性が示唆された． 

 

E. 結論 

 

今回，大阪府で作成した「アセスメントシート

（妊娠期）」の実情調査について報告した．

それにより， 

1. 「アセスメントシート（妊娠期）」が特定妊

婦のスクリーニングツールとして有用で

あること， 

2. 行政による「アセスメントシート（妊娠期）」

の評価だけでは不十分である可能性が

あること 

以上のことが明らかになった． 

 

F．健康危険情報 

研究内容に介入調査は含まれておらず，関

係しない． 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

1) 金川武司, 和田聡子,岡本陽子，川口晴

菜,平田瑛子，光田信明, 大阪府におけ

る妊産婦の支援事業．日本周産期メンタ

ルヘルス学会誌．2019. (in press) 

 

 

2．学会発表 

 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む．） 

 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

I．問題点と利点 

 

 問題点として，対象人数が少ないために統



51 

 

計学的検討が十分に行われていないことで

ある．前述したとおり，「アセスメントシート

（妊娠期）」には不要な項目も含まれている

可能性が高いが，特定妊婦の数が少ないた

め統計学的検討まですることができなかっ

た．一方で，対象症例に関しては，全例につ

いて欠損データなく転帰を正確に把握するこ

とができたことは，本検討の利点である． 

 

 

J．今後の展開 

本研究によって，「アセスメントシート（妊娠

期）」が特定妊婦の拾い上げに有用な感度

の高い検査あることがわかった．一方で，特

異度の低い検査であり，不要な項目が含ま

れていることが示唆された．今後，質問項目

の中で不要な項目を検討し，これらを削除し，

簡便化したアセスメントシートの開発が必要

である．現在，新しいアセスメントシートを班

研究で開発しており，前方視的に有用性を

検討することを計画している． 

 

謝辞 

情報提供をいただきました泉南市健康福祉
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表 1 「アセスメントシート（妊娠期）」 
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表 2 妊娠届出時の面接で把握できなかったリスク 

 項目（リスク） 数 

1 その他の養育に負担のかかる疾患がある 1 

2 ひとり親・未婚・連れ子のある再婚 1 

3 夫や祖父母家族や身近な人に支援者がいない 1 

4 長期入院による子どもの分離 1 

5 虐待歴・被虐待歴・DV歴がある 1 

6 若年出産(10代) 2 

7 妊娠・出産・育児に関する経済的不安 2 

8 同胞に疾患・障がい・不審死がある 2 

9 精神疾患等（産後うつを含む），アルコールや薬物依存 3 

10 その他 3 

 

表 3 アセスメントシート（妊娠期）の特定妊婦を見出すスクリーニングツールとしての

精度 

 
特定妊婦の有無 

 
特定妊婦 非特定妊婦 

アセスメントシ

ート(妊娠期) 

陽性 7 152 159 

陰性 0 302 302 

 7 454 461 

アセスメントシート（妊娠期）による特定妊婦のスリーニング精度 

 感度  100% 

 特異度  66% 

 陽性適中率  4% 

 陰性適中率  100% 
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